居宅介護支援事業所用

介護予防サービス・支援計画等の作成等にかかる業務委託契約書（例）
○○○○○○○（以下「甲」という。）と○○○○○○○（以下「乙」という。）は、介護保険法及び関係法令に基づき、介護予防支援等業務の一部を委託することについて、次のとおり契約を締結する。
（委託内容）

第1条　委託業務の内容は、次に定めるとおりとする。
　（1）アセスメント
　（2）介護予防サービス・支援計画等原案の作成
　（3）伊勢市生活支援会議への参加
　（4）サービス担当者会議

　（5）介護予防サービス・支援計画等の交付・説明
　（6）サービス提供の連絡・調整

　（7）モニタリング

　（8）評価

　（9）給付管理業務

（実施の方法）

第２条　甲は、乙に対し委託業務の対象となる利用者を通知する。乙は、委託の通知を受けて速やかに当該利用者を訪問し、前条各号の業務を実施するものとする。

２　乙は、介護予防サービス・支援計画等を作成した後、内容について甲の指示する方法で甲に報告をしなければならない。

３　乙は、利用者の状況についてモニタリング・評価を実施した場合は、内容について　甲の指示する方法で甲に報告しなければならない。

４　乙は、乙が担当する利用者が介護予防サービス又は介護予防・生活支援サービスを利用した場合は、甲の指示する方法で甲に報告しなければならない。

（業務の指示）
第３条　甲は、委託業務について、乙に必要な指示ができるものとする。

２　乙は、委託業務の実施に関して甲より指示があった場合は、甲の指示に従って、受託業務を実施しなければならない。
（介護予防サービス・支援計画等の修正）

第４条　甲は、乙から介護予防サービス・支援計画等原案、サービス利用票及びサービス利用票別表と実績（給付管理表原案）の提出を受けた後、その内容を調査し、修正がある場合は、その旨を乙に申し出、必要に応じて甲の指示する方法で速やかに甲に報告させるものとする。
（委託期間）

第５条　本契約の有効期間は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までとする。ただし、有効期間満了の日の30日前までに、甲又は乙から特段の意思表示がないときは、更に1年間本契約を継続するものとし、以後も同様とする。
（受託者の義務）

第６条　乙は、介護支援専門員に受託業務を行わせるものとする。

２　乙は、介護予防支援又は介護予防ケアマネジメントに従事する者について、その研修の機会を確保し、もってその資質の向上に努めるものとする。
（委託料の額）

第７条　委託業務の実施に要する費用として厚生労働省の定める指定介護予防支援等に要する費用の額並びに伊勢市介護予防・日常生活支援総合事業実施規則及び伊勢市介護予防ケアマネジメント事業（第１号介護予防支援事業）実施要綱に基づき、以下のとおりとする。

	介護予防支援費
	4,300円/月

	介護予防ケアマネジメント費
	Ａ　4,300円/月

Ｂ　3,500円/月
Ｃ　2,000円（1月のみ）

	初回加算
	3,000円（Ｃは除く）

	介護予防小規模多機能型居宅介護事業所連携加算
	3,000円

（要支援１・２のみ）


（委託料の支払い)
第８条　前条の規定による指定介護予防支援等に関する委託料の支払いは、当該介護予防サービス・支援計画等作成にかかる介護報酬の内、委託料相当分を乙が甲に代理して国保連から受領する代理受領方式によって支払うこととする。
２　前項によるもののほか、伊勢市介護予防ケアマネジメント事業（第１号介護予防支援事業）に関する委託料（要支援１・２の者に対するケアマネジメントを除く。）の支払いは、乙の請求に基づき、直接乙に支払うこととする。

３　代理受領により委託料が乙に支払われた時点で、甲に対する乙の債権は消滅するものとする。
４　乙が差し押さえ等法的措置を受けた時あるいは廃止になった場合は、甲は代理受領権限の委任を解除するものとし、委託料に関しては甲が受け取る権利を有する。
（代理受領の委任）

第９条　甲が指定介護予防支援等に関する委託料受領の権限を乙に委任する代理受領委任については、本契約締結による。
（権利義務の譲渡等の制限）
第10条　乙は、本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは継承させ又はその権利を担保に供してはならない。
（再委託の禁止）

第11条　乙は、委託業務の全部又は一部を第三者に再委託してはならない。ただし、甲が特別に認める場合については、この限りではない。
（事故発生時の報告）

第12条　乙は、本業務の処理に関し、事故その他契約の履行を行い難い事由が生じたときは、直ちに甲に報告し、その指示に従うものとする。
２　乙は、災害発生時、利用者の状況を確認し、甲に速やかに報告しなければならない。
（監督及び調査）

第13条　甲は、乙に対して本業務の処理状況について調査し、または報告を求めることができる。

（不履行責任）

第14条　乙は、本業務について、契約条項に定められたとおり履行できなかったときは、遅滞なく甲に報告しなければならない。
（契約の解除）

第15条　甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除することができる。

（1）この契約に違反したとき
（2）指定居宅介護支援事業者の指定を取り消されたとき。
（3）指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準等に違反し、委　託業務を適正に実施することが困難であると認められたとき。
（4）伊勢市地域包括ケア推進協議会において、委託が適当でないと判断されたとき。
（秘密の保持及び個人情報の保護）

第16条　乙及び乙が使用する者は、受託業務を実施する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく第三者に漏らしてはならない。

２　前項の規定は、この契約の終了後も継続するものとする。
３　乙は、甲が利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において利用者の個人情報を用いてはならない。また家族の個人情報についても予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等においてその個人情報を用いてはならない。
４　乙は甲から提供された業務上の個人情報及びその他の情報の取扱いについて、甲の指示に従いまた返還する義務を負う。

５　乙は、本業務を行う上で知り得た個人情報を、本来の目的とする以外のものに利用してはならない。
（疑義の解決）

第17条　本契約に定めのない事項及び本契約に関し疑義が生じた場合は、介護保険法その他関係法令に定めるところにより処理するものとする。
２　前項に定めのない事項については、甲乙協議して解決するものとする。
この契約の証として、本書２通を作成し、それぞれ１通を保管するものとする。
平成29年4月1日

（甲）　委託者　事業所名　　　
所在地　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　㊞

この契約書に定める介護予防支援等を担当する事業所に関する記載

事業所名　　　　
指定事業所番号　

責任者名　　　　
（乙）　受託者　事業所名　　　
所在地　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　㊞

この契約書に定める介護予防支援等の一部を受託する事業所に関す
る記載

事業所名　　　　
指定事業所番号　
責任者名　

